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はじめに 

 

 我が国は、1991 年の再生資源利用促進法（2000 年に資源有効利用促進法とし

て改正）、2000 年の循環型社会推進基本法の制定や各種リサイクル法の制定を通

じ、循環型経済社会の構築に積極的に取り組んできた。こうした取組を通じ、

現在、我が国は循環型経済社会の構築に向け、世界的にも最も充実したレベル

の法制度を整備し、国内リサイクル関連産業においても、処理能力の向上や、

技術・ノウハウの蓄積が進んでいる。 

 他方で、３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再

生利用））の推進を通じた資源の有効利用や廃棄物等の適正処理を通じた環境汚

染の防止は、我が国のみの課題ではなく、世界共通の課題である。2004 年 6 月

のＧ８シーアイランド・サミットで我が国から提唱した「３Ｒイニシアティブ」

もこうした問題意識に基づくものであり、今や世界最高水準の循環型経済社会

を構築しようとしている我が国が、世界的な３Ｒの推進にリーダーシップを果

たしていくことは、世界に対する我が国の貢献という観点からも、また、資源

に乏しい我が国の国益という観点からも、重要な意義を持つものである。本報

告書では、アジア各国と連携を図りながら、経済成長著しく、経済関係の緊密

なアジア地域において、「持続可能なアジア循環型経済社会圏」の構想を推進し

ていくことを提唱している。 

 ところで、３Ｒの推進と廃棄物等の適正処理は、常に表裏一体の関係にある。

我が国の国内政策においても、廃棄物等の適正処理を確保しつつ３Ｒを推進す

ることが、重要な課題となっていることと同様、国際的な３Ｒの推進にあたっ

ても、廃棄物等の適正処理と３Ｒの推進の両立は重要な課題である。とりわけ、

廃棄物等の適正処理に関する技術・ノウハウが十分に普及していない途上国に

おいては、リサイクルを行うことで環境汚染が引き起こされる懸念があり、本

ワーキング・グループの検討においても、資源有効利用の追求と環境汚染の防

止の両立は、中心的な検討課題となった。 

 産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会国際資源循環ワーキン

グ・グループは、平成 16 年 5 月の設置以来、国際資源循環問題に関して集中的

に議論を行ってきた。本報告書は、同ワーキング・グループの 5 ヶ月にわたる

議論の成果である。 

  

平成 16 年 10 月 

産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会 

国際資源循環ワーキング・グループ




